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スルメイカ秋季発生系群における 
最新の状況を踏まえた管理目標等の検討 

 
水産研究・教育機構 水産資源研究所 

宮原寿恵、岡本 俊 
 

要        約 
令和 6 年 8 月 6 日に開催された第 4 回資源管理方針に関する検討会（スルメイカ全系群）

（以下、第 4 回 SH 会合とする）での議論を経て、本系群に関して水産庁より依頼された

“令和 5 年度資源評価をベースとした再生産関係式、管理基準値等、将来予測の試算”につ

いて対応した。本依頼の中には、本系群の近年の低加入状況も考慮した試算も含まれている。 
令和 5 年度資源評価結果のうち、再生産関係に基づく前進計算結果を資源量推定に含ま

ない 1981～2020 年漁期の資源解析結果を用い、全期間のデータを用いた場合、および低加

入期のみのデータを用いた場合の再生産関係をそれぞれ推定した。再生産関係から得られ

る残差、および加入量の水準が大きく変化した年を検出した結果に加えて、過去の知見も踏

まえて、本系群の低加入期は解析期間中の 1990 年漁期まで、および 2016 年漁期以降であ

ると仮定した。 
全期間のデータを用いた場合、ベバートン・ホルト（BH）型の再生産関係が選択され、

目標管理基準値は 25.3 万トン、限界管理基準値は 12.2 万トン、禁漁水準は 0.9 万トンと算

定された。低加入期のみのデータを用いた場合も BH 型再生産関係が選択され、目標管理基

準値は全期間のデータを用いた場合と比べて約 1/2 倍の 12.7 万トン、限界管理基準値は 6.0
万トン、禁漁水準は 0.5 万トンと算定された。 

将来予測では、全期間のデータから求められた再生産関係、管理基準値等を用いて、今後

は再生産関係における平均的な加入が発生することを想定した場合と、近い将来まで近年

の悪い加入状況が続くと想定した場合について計算を行った。将来予測にあたっては、上記

で求めた各再生産関係を用い更新した 2021 年漁期以降の資源解析結果もそれぞれ使用した。

前者の結果、管理開始から 5 年後および 10 年後に親魚量がそれぞれ、限界管理基準値およ

び目標管理基準値を上回る確率が 50%以上となる最大の調整係数 β は 0.75 であり、その場

合の翌年漁期の漁獲量は 7.6 万トンと算定された。後者の結果、同様の条件を満たす最大の

β は 0.55 であり、その場合の翌年漁期の漁獲量は 4.8 万トンと算定された。また、低加入期

のみのデータから求められた再生産関係、管理基準値等を用いて、今後は再生産関係におけ

る平均的な加入が発生することを想定した場合についても計算を行った結果、上記同様の

条件を満たす最大の β は 0.80 で、その場合の翌年漁期の漁獲量は 9.7 万トンと算定された。

全期間のデータを使用した場合よりも平均漁獲量が 1.3～2.0 倍大きい理由は、低加入期の

みのデータから算定された管理基準値の方が小さい（管理目標が低い）ことにあり、5 年後

および 10 年後の平均親魚量は全期間のデータを使用した場合と比べて約 1/2～2/3 倍であっ

た。 
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はじめに 

本資料では、水産庁からの依頼を受けて以下の事項に対応した。 

 
再生産関係の推定については 1 節（p.3～4）、管理基準値等の算定については 2 節（p. 4～6）、
将来予測については 3 節（p. 6～8）に検討内容および結果を示す。 
 
※本資料で示す再生産関係式および管理基準値等は上記依頼事項に基づいて計算された結

果であり、今後の資源評価および資源管理における再生産関係式および管理基準値等を

提案するものではないことに注意されたい。 
  

１．令和５年度評価をベースとした、以下①から③の３パターンに関する試算 
① 資源評価に利用可能な全期間のデータを使用して推定した再生産関係に基づいて

管理基準値等（目標管理基準値、限界管理基準値、禁漁水準）を算定し、この管理

基準値等に基づく漁獲管理規則により将来予測を行う。なお、将来予測における加

入量推定値は、全期間のデータを使用して推定した再生産関係に基づくものとする。 
 
② 管理基準値等の算定方法は①と同様とした上で、将来予測における加入推定値に

は、令和５年度評価で用いたバックワードリサンプリングを使用する。 
 
③ 過去の親魚量と加入量の関係から「低加入期」を推定した上で、当該低加入期のみ

のデータを用いて推定した再生産関係から管理基準値等を算定し、この管理基準値

等に基づく漁獲管理規則により将来予測を行う。なお、将来予測における加入量推

定値は、上記の低加入期の再生産関係に基づくものとする。 
 
２．１で行うそれぞれの将来予測において、5 年後及び 10 年後にそれぞれ、限界管理基

準値及び目標管理基準値を上回る確率（※β は 0.05 刻み）の試算 
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1. 令和 5年度資源評価結果に基づく再生産関係の推定 

管理基準値（目標管理基準値、限界管理基準値）および禁漁水準の算出および将来予測計

算に使用する再生産関係を推定するにあたって、本系群ではこれまで、2019 年度資源評価

結果に基づき、1981～2018 年漁期のデータを使用していた。しかしながら、本系群の新規

加入量は 2016 年以降、過去平均的な再生産関係よりも低い傾向にあるため、今後も同様の

傾向が継続することを想定し、使用データを低加入期のみに限定した場合の再生産関係の

推定も求められている。水産庁からの依頼に基づき、初めに、1-(1)では最新の令和 5 年度資

源評価の全期間データを用いて再生産関係を推定した。ただし、本系群の 2021 年漁期以降

の資源量推定には再生産関係を用いた前進計算で推定された加入量（資源量）も活用されて

いる（宮原ほか 2024）ため、前進計算を含まない 2020 年漁期までのデータ（以降、これを

再生産関係、および管理基準値等の推定に用いる全期間のデータとする）を用いて再生産関

係を推定した。次に 1-(2)で、上記の再生産関係から得られる残差、および加入量を用いて

水準が大きく変化した年を検出し、低加入期のみのデータを抽出した上で再生産関係を推

定した。なお、再生産関係として、ホッケー・スティック（HS）型、リッカー（RI）型、お

よびベバートン・ホルト（BH）型を仮定した場合について検討した。最適化方法として、

最小二乗法および最小絶対値法を候補とした。また、加入量の残差への自己相関の考慮の有

無でモデルを比較した。自己相関パラメータを推定する際は、再生産関係式のパラメータと

同時に推定する手法（同時推定法）を用いた。モデル選択には補正赤池情報量規準（AICc）
を用いた。 
 
(1) 全期間のデータを用いた場合の再生産関係の推定 

令和 5 年度資源評価結果の 1981～2020 年漁期のデータを用いて再生産関係を検討した。

再生産関係の各候補モデルと AICc を表 1a に示す。補正赤池情報量規準（AICc）を比較す

ると、RI 型を当てはめた場合に最も小さく、次いで BH 型、HS 型となった。また、最小二

乗法を用いた場合の方が最小絶対値法を用いた場合よりも小さくなった。自己相関につい

ては、いずれの方法においても残差の自己相関係数が有意でなかったため、本系群の再生産

関係式では反映させないこととした。なお、RI 型は親魚量がある値を超えると加入量が減

少するという強い密度効果を表現しているが、スルメイカで同年級群の個体間での共食い

が想定されたとしても、それによって稚幼魚期の個体群密度が低い方が漁獲資源への加入

量が多くなるような状況は生物学的に考え難いため、候補から除外した。 
上述の通り、本資料における再生産関係としては、「再生産関係の決定に関するガイドラ

イン（FRA-SA2024-ABCWG02-03）」の a（予測力）および b（生物学的妥当性）の基準に従

い、再生産関係式に現在採用されている HS 型ではなく、「自己相関を考慮せずに最小二乗

法で最適化した BH 型再生産関係式」を最終候補として採用するものとした（図 1）。この

再生産関係式のパラメータ推定値を表 1b に示した。 
本項で推定された再生産関係式を用い、2021 年漁期以降の資源解析結果について、令和

5 年度資源評価と同様の手法を用いて更新した。更新された 2021 年漁期以降の漁獲量、資

源量、親魚量を表 2 に示す。資源量は令和 5 年度評価と比べ 3～6%減少し、親魚量は 4～8%
減少した。 
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(2) 低加入期のデータのみを用いた場合の再生産関係の推定 

1-(1)で選択された再生産関係から得られる残差、および加入量を用いて、レジームシフト

を検出するために開発された手法である Sequential T-test Analysis of Regime Shifts (STARS, 
Rodionov 2004)を適用し、それぞれの水準が大きく変化した年を検出した（図 2、3）。解析

には 1-(1)にて更新した 2022 年漁期までの資源解析結果を用いた。残差を使用した場合、

1991 年漁期と 2015 年漁期に大きな RSI（Regime Shift Index）が観察された（図 2 下図）。一

方、加入量を使用した場合、1991 年漁期と 2016 年漁期に大きな RSI が観察された（図 3 下

図）。再生産関係の残差では 1990 漁期年まで、そして 2015 年以降で負の傾向があること（図

2 上図）、一方加入量は 1990 年漁期まで、そして 2016 年漁期以降で低い水準であること（図

3 上図）を考慮すると、1990 年漁期まで、および 2015 年漁期または 2016 年漁期以降が本系

群の低加入期であると仮定できる。1989 年以降に東シナ海やその周辺海域で再生産可能海

域が拡大したことや（Sakurai et al. 2000）、1988/1989 年のレジームシフトによって北西太平

洋では寒冷期から温暖期に移行した（Yasunaka and Hanawa 2002、Overland et al. 2008）とい

った過去の知見、および加入量の年推移（図 3 上図）から総合的に判断し、本資料では 1990
年漁期までが低加入期であったと仮定した。また、2015 年漁期については、残差は負の値

をとるが、これは 2014 年漁期が過去最も高い親魚量であったのに対し 2015 年漁期加入量

が 2013 年漁期以前と同程度であったためと考えられることから、加入量の推移を重視し、

2016 年漁期に再び低加入期に移行したと仮定した。 
低加入期（1982～1990 年漁期および 2016～2020 年漁期）のデータを用いて再生産関係を

検討した。再生産関係の各候補モデルと AICc を表 3a に示す。補正赤池情報量規準（AICc）
は、BH 型を当てはめた場合に最も小さかった。また、最小絶対値法を用いた場合の方が最

小二乗法を用いた場合よりも小さくなった。自己相関については、いずれの方法においても

残差の自己相関係数が有意でなかったため、本系群の再生産関係式では反映させないこと

とした。したがって、低加入期における再生産関係としては、1-(1)とは最適化法が異なる「自

己相関を考慮せずに最小絶対値法で最適化した BH 型再生産関係式」を最終候補として採用

する（図 4）。この再生産関係式のパラメータ推定値を表 3b に示した。全期間のデータを使

用した場合の結果と比べて、期待される加入量は相対的に小さくなり、その差は次第に大き

くなっていた（図 1、4）。 
本項で推定された再生産関係式を用い、2021 年漁期以降の資源解析結果について、1-(1)

と同様に更新した。更新された 2021 年漁期以降の漁獲量、資源量、親魚量を表 2 に示す。

資源量は令和 5 年度評価と比べ 4～8%減少し、親魚量は 3～13%減少した。 
 
2. 管理基準値と禁漁水準 

最大持続生産量（MSY）に対応する管理基準値等の算出、および将来予測は、「令和 6（2024）
年度 漁獲管理規則および ABC 算定のための基本指針（FRA-SA2024-ABCWG02-01）」の 1
系資源の管理規則に従い、1 節で最終候補とした再生産関係と、令和 5 年度の資源評価にお

ける将来予測計算に用いた各種設定を使用して実施した（表 4）。本系群では、世代時間 1 年

の 50 倍にあたる 50 年のシミュレーション期間後を平衡状態と仮定し、その際の平均漁獲

量が最大化される漁獲圧（F 値、あるいは漁獲係数）を Fmsy、その Fmsy で漁獲した場合の

平衡状態での平均親魚量を SBmsy とした。 
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(1) 全期間のデータから推定された再生産関係に基づく算定結果 

各管理基準値の定義や算出過程は従来（久保田ほか 2020）どおりとし、目標管理基準値

については MSY を実現する親魚量（SBmsy）と定義した。限界管理基準値は、推定された

再生産関係に基づく加入量が得られる状況下にて Fmsy で漁獲を継続した場合に、管理開始

から 5 年後に SBmsy の概ね 95%に相当する平均親魚量を実現するために、管理開始直前に

必要な親魚量と定義した。禁漁水準の定義は、推定された再生産関係に基づく加入量が得ら

れる状況下にて 3 年間禁漁した後の平均親魚量が限界管理基準値の概ね 95%に達するため

に、その禁漁直前に必要な親魚量とした。図 1 の再生産関係に基づくと、目標管理基準値は

25.3 万トン、限界管理基準値は MSY の 80%の漁獲が得られる親魚量（SB0.80msy）である

12.2 万トン（図 5）、禁漁水準は MSY の 10%の漁獲が得られる親魚量（SB0.10msy）である

0.9 万トンと算定された（図 6）。以上の管理基準値等と、2019 年度の資源評価結果に基づ

いて決定された現在適用中の管理基準値等との比較を表 5 にまとめた。本系群の現在適用

中の管理基準値等は、HS 型再生産関係式から算出されている。本資料にて用いた令和 5 年

度評価において、1981～2020 年漁期資源量は、日本海スルメイカ漁場一斉調査の釣獲試験

から得られた標準化 CPUE（いか釣り機 1 台 1 時間あたり釣獲尾数）から推定されている

（宮原ほか 2024）。この標準化手法が 2019 年度資源評価時点より変更されていること（2019
年度以降の標準化手法の変更の経緯については、FRA-SA2022-SC11-101 参照）から、異なる

再生産関係式が選択されたと考えられる。両者を比較すると、目標管理基準値は現行の値よ

り 7.6 万トン低い値となり、限界管理基準値、禁漁水準もそれぞれ 6.7 万トン、2.1 万トン低

い値となった。 
また、様々に F 値を変えた場合の平衡状態における親魚量、およびこれに対する漁獲量

の平均値を図 7 に示し、目標管理基準値である SBmsy と、その達成に向けた漁獲圧 Fmsy を

基準にした神戸プロットを図 8 に示す。2022 年漁期の漁獲圧は Fmsy を下回る。同年漁期の

親魚量（5.2 万トン）は限界管理基準値を上回るものの、目標管理基準値は下回る。2023 年

漁期の予測親魚量（9.0 万トン）も同様に、限界管理基準値を上回るものの、目標管理基準

値は下回る。 
 

(2) 低加入期のみのデータから推定された再生産関係に基づく算定結果 

2-(1)と同じ定義を使用して各管理基準値を算定した。図 4 の再生産関係に基づくと、目標

管理基準値は 12.7 万トン、限界管理基準値は MSY の 80%の漁獲が得られる親魚量

（SB0.80msy）である 6.0 万トン（図 9）、禁漁水準は MSY の 10%の漁獲が得られる親魚量

（SB0.10msy）である 0.5 万トンと算定された（図 10）。目標管理基準値は、全期間のデー

タを用いた場合と比べて約 1/2 の大きさになる。以上の管理基準値等と、2019 年度の資源

評価結果に基づいて決定された現在適用中の管理基準値等との比較を表 5 にまとめた。 
また、様々に F 値を変えた場合の平衡状態における親魚量、およびこれに対する漁獲量

の平均値を図 11 に示し、目標管理基準値である SBmsy と、その達成に向けた漁獲圧 Fmsy
を基準にした神戸プロットを図 12 に示す。2022 年漁期の漁獲圧は Fmsy を下回り、同年漁

期の親魚量は目標管理基準値を上回ることになる。2023 年漁期の予測親魚量は目標管理基

準値を下回るが、限界管理基準値は上回る。なお、本項の結果に基づくと、本資源は過去一
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度も限界管理基準値を下回っていないことになる。 
 

3. 漁獲管理規則と将来予測 

本資料で提示する漁獲管理規則は「令和 6（2024）年度 漁獲管理規則および ABC 算定の

ための基本指針（FRA-SA2024-ABCWG02-01）」の 1 系資源の管理規則に基づき、限界管理

基準値および禁漁水準となる親魚量を閾値として漁獲管理の基礎となる漁獲係数を変える

ルールである。漁獲圧の上限は Fmsy に調整係数 β を乗じた値とし、親魚量が限界管理基準

値を下回ると禁漁水準まで直線的に漁獲圧を下げる（例：図 13～15）。すなわち、親魚量に

応じて下式から得られる係数 γ(SBt)を乗じ、γ(SBt)×β×Fmsy として算出する。 

γ(SBt)=
SBt − SBban

SBlimit − SBban
 

ここで、SBt は t 年の親魚量、SBlimit は限界管理基準値、SBban は禁漁水準を示す。漁獲管理

規則に従って漁獲圧を決定し、加入量の不確実性を考慮した上で将来予測を実施した。また、

資源評価においては、翌年の加入量を予測するにあたり当年漁期終了後の親魚量および加

入変動を予測する必要があるが、これらの予測には誤差が伴うため将来予測で考慮した（詳

細は宮原ほか（2024）の補足資料 2-(9)-②を参照）。なお、本系群の将来の漁獲量は、本系群

を漁獲するすべての国の漁獲量の合計であり、その合計漁獲量が漁獲管理規則に基づき決

定される。将来予測では、2020 年漁期までは令和 5 年度資源評価結果を、2021 年漁期以降

は 1-(1)で更新したデータを用い、漁獲管理規則による漁獲は 2024 年漁期から開始すること

とした。 
 

(1) 全期間のデータから推定された再生産関係と管理基準値に基づく結果 

全期間のデータを用いて算定された限界管理基準値（12.2 万トン）と禁漁水準（0.9 万ト

ン）を使用し、例として β を 0.75 および 0.55 した場合の漁獲管理規則における親魚量と漁

獲係数の関係をそれぞれ図 13a、14a に、この漁獲管理規則で漁獲した場合に期待できる平

均的な漁獲量との関係をそれぞれ図 13b、14b に示す。このような漁獲管理規則に従って漁

獲圧を決定し、加入量の不確実性を考慮した上で将来予測を実施した。 
 

① 再生産関係における平均的な加入が今後発生すると想定した場合の将来予測 
上記 3-(1)の漁獲管理規則に関して調整係数 β を 0.00～1.00 まで 0.05 間隔で変え、1-(1)で

推定された再生産関係（図 1）における平均的な加入が今後発生すると想定した場合の将来

予測計算を行った。この将来予測では、再生産関係式を用いて各年に予測される親魚量から

加入量を予測し、その予測値に対して対数正規分布に従う乱数を与えることで加入量の不

確実性を考慮した。対数正規分布に従う乱数を予測値に与える計算を 10,000 回繰り返し行

った。 
設定した β ごとに、親魚量が目標管理基準値を上回る確率、限界管理基準値を上回る確

率、禁漁水準を上回る確率、親魚量平均値の推移、および漁獲量平均値の推移を表 7 に示し

た。表には、現状の漁獲圧（F2020-2022：2020～2022 年漁期の平均漁獲圧で β = 0.50 に相

当、表 6 左）で漁獲を継続した場合の結果も比較のため示した。管理開始から 5 年後の 2028
年漁期に親魚量が限界管理基準値を上回る確率が 50%以上となり、なおかつ 10 年後の 2031
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年漁期に親魚量が目標管理基準値を上回る確率が 50%以上となる β は 0.75 以下であった

（表 7a、b）。β が 0.75 の場合の漁獲管理規則（図 13）に基づいて試算された 2024 年漁期の

平均漁獲量は 7.6 万トンであった（表 7e）。また、5 年後の平均親魚量は 28.9 万トンで、10
年後には 29.5 万トンであった（表 7d）。なお、図 16 には、β を 0.75 とし、将来予測と現状

の漁獲圧で漁獲を続けた場合の将来予測の結果を示した。 
 
② 近い将来まで近年の悪い加入状況が続くと想定した場合の将来予測 

上記 3-(2)の漁獲管理規則に関して調整係数 β を 0.00～1.00 まで 0.05 間隔で変え、近い将

来まで近年の悪い加入状況が続くと想定した場合の将来予測計算を行った。本系群に 1-(1)
の再生産関係（図 1）を当てはめた時、近年は残差が負に偏る傾向が見られているため（図

2 上図）、ここでの将来予測では、今後 5 年間は直近 5 年間のような悪い加入状況が続き、

その後徐々に過去の平均的な加入状況に戻るという仮定を反映したバックワードリサンプ

リング法を採用した。すなわち、今後 5 年間は直近 5 年の再生産関係の残差を無作為抽出

して加入量の予測値に与え、その後は 5 年単位で残差を無作為抽出する期間を拡大してい

くと設定した（詳細は宮原ほか（2024）の補足資料 2-(9)-①を参照）。なお、加入量の不確実

性を考慮するため、10,000 回の繰り返し計算を行った。 
設定した β ごとに、親魚量が目標管理基準値を上回る確率、限界管理基準値を上回る確

率、禁漁水準を上回る確率、親魚量平均値の推移、および漁獲量平均値の推移を表 8 に示し

た。管理開始から 5 年後の 2028 年漁期に親魚量が限界管理基準値を上回る確率が 50%以上

となり、なおかつ 10 年後の 2031 年漁期に親魚量が目標管理基準値を上回る確率が 50%以

上となる β は 0.55 以下であった（表 8a、b）。β が 0.55 の場合の漁獲管理規則（図 14）に基

づいて試算された 2024 年漁期の平均漁獲量は 4.8 万トンであった（表 8e）。また、5 年後の

平均親魚量は 21.6 万トンで、10 年後には 31.0 万トンであった（表 8d）。なお、図 17 には、

β を 0.55 とし、将来予測と現状の漁獲圧で漁獲を続けた場合の将来予測の結果を示した。 
 
(2) 低加入期のみのデータから推定された再生産関係と管理基準値等に基づく結果 

低加入期のみのデータを用いて算定された限界管理基準値（6.0 万トン）と禁漁水準（0.5
万トン）を使用し、例として β を 0.80 とした場合の漁獲管理規則における親魚量と漁獲係

数の関係を図 15a、に、この漁獲管理規則で漁獲した場合に期待できる平均的な漁獲量との

関係を図 15b に示す。 
漁獲管理規則に関して調整係数 β を 0.00～1.00 まで 0.05 間隔で変え、1-(2)で推定された

再生産関係（図 4）における平均的な加入が今後発生すると想定した場合の将来予測計算を

行った。この将来予測では、再生産関係式を用いて各年に予測される親魚量から加入量を予

測し、その予測値に対して対数正規分布に従う乱数を与えることで加入量の不確実性を考

慮した。対数正規分布に従う乱数を予測値に与える計算を 10,000 回繰り返し行った。 
設定した β ごとに、親魚量が目標管理基準値を上回る確率、限界管理基準値を上回る確

率、禁漁水準を上回る確率、親魚量平均値の推移、および漁獲量平均値の推移を表 9 に示し

た。表には、現状の漁獲圧（F2020-2022：2020～2022 年漁期の平均漁獲圧で β = 0.46 に相

当、表 6 右）で漁獲を継続した場合の結果も比較のため示した。管理開始から 5 年後の 2028
年漁期に親魚量が限界管理基準値を上回る確率が 50%以上となり、なおかつ 10 年後の 2031
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年漁期に親魚量が目標管理基準値を上回る確率が 50%以上となる β は 0.80 以下であった

（表 9a、b）。β が 0.80 の場合の漁獲管理規則（図 15）に基づいて試算された 2024 年漁期の

平均漁獲量は 9.7 万トンであった（表 9e）。全期間のデータを使用した場合（3-(1)）よりも

平均漁獲量が 1.3～2.0 倍大きい理由は、低加入期のみのデータから算定された管理基準値

の方が小さい（管理目標が低い）ことにある。5 年後の平均親魚量は 14.4 万トン、10 年後

には 14.2 万トンで（表 9d）、全期間のデータを使用した場合（3-(1)）と比べて約 1/2～2/3 倍

であった。なお、図 18 には、β を 0.80 とし、将来予測と現状の漁獲圧で漁獲を続けた場合

の将来予測の結果を示した。 
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図 1. 全期間のデータを用いて推定された再生産関係 
再生産関係には自己相関を考慮しないベバートン・ホルト（BH）型再生産関係式を用

い、最小二乗法によりパラメータ推定を行った。白丸印は分析に使用した 1981～2019
年漁期の親魚量と 1982～2020 年漁期の加入量を示す。また、緑丸印は 2020～2021 年

漁期の親魚量と 2021～2022 年漁期の加入量を示す。後者については 1-(1)を参照された

い。図中の数字は加入群の年級（生まれ年）を示す。図中の再生産関係式（青実線）の

上下の点線は、仮定されている再生産関係において観察データの 90%が含まれると推

定される範囲である。 
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図 2. 再生産関係から得られる残差を用いたシフト検出（STARS）の結果 

上図は残差、下図は RSI（Regime Shift Index）を示し、大きい RSI が検出された年に残

差の大きな水準変化が生じたことを表している。 
 
 

 

図 3. 加入量を用いたシフト検出（STARS）の結果 

上図は加入量、下図は RSI（Regime Shift Index）を示し、大きい RSI が検出された年に

加入量の大きな水準変化が生じたことを表している。 
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図 4. 低加入期のみのデータを用いて推定された再生産関係 

再生産関係には自己相関を考慮しないベバートン・ホルト（BH）型再生産関係式を用

い、最小絶対値法によりパラメータ推定を行った。青丸印は分析に使用した 1981～1989
年漁期および 2015～2019 年漁期の親魚量と 1982～1990 年漁期および 2016～2020 年漁

期の加入量を示す。また、緑丸印は 2020～2021 年漁期の親魚量と 2021～2022 年漁期

の加入量を示す。後者については 1-(1)を参照されたい。図中の数字は加入群の年級（生

まれ年）を示す。図中の再生産関係式（青実線）の上下の点線は、仮定されている再生

産関係において観察データの 90%が含まれると推定される範囲である。灰丸印はそれ

以外の漁期のプロットだが、図中の再生産関係の推定には使用していない。 
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図 5. 全期間のデータを用いて算定された MSY から 5%刻みで減じた漁獲量が期待される

親魚量を初期値として、Fmsy で漁獲を継続した場合に得られる平均親魚量の推移 
BH 型再生産関係式に従って将来予測を行った。管理開始から 5 年後の平均親魚量が

SBmsy の概ね 95%となるシナリオ、すなわち管理開始時の親魚量が SB0.80msy である

シナリオにおける平均親魚量の推移を太線とした。黒実線は SBmsy、灰実線は

SB0.80msy、緑破線は SBmsy の 95%を示す。 
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図 6. 全期間のデータを用いて算定された MSY から 5%刻みで減じた漁獲量が期待される

親魚量を初期値として、漁獲が無い場合に得られる平均親魚量の推移 
BH 型再生産関係式に従って将来予測を行った。管理開始から 3 年後の平均親魚量が

SB0.80msy の概ね 95%となるシナリオ、すなわち管理開始時の親魚量が SB0.10msy で

あるシナリオにおける平均親魚量の推移を太線とした。黒実線は SBmsy、灰実線は

SB0.80msy、緑破線は SB0.80msy の 95%を示す。 
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図 7. 全期間のデータを用いて算定された管理基準値および禁漁水準と漁獲量曲線 

将来予測シミュレーションにおける平衡状態での、親魚量に対する年齢別漁獲量の平

均値と、管理基準値等の位置関係を示す。漁業がなかった場合を仮定した初期親魚量

（SB0）は 68.5 万トンである。 
 

 

図 8. 全期間のデータを用いて算定された管理基準値と禁漁水準に基づく神戸プロット 
縦軸は各年の漁獲圧 F の Fmsy との比である。図中の目標管理基準値、限界管理基準

値、および禁漁水準には、それぞれ SBmsy、SB0.80msy、SB0.10msy を用いた。白丸印

は再生産関係算出に用いた 2020 年漁期までを、黒丸印は 2021 年漁期以降を示す（後

者については 1-(1)を参照）。  
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図 9. 低加入期のみのデータを用いて算定された MSY から 5%刻みで減じた漁獲量が期待

される親魚量を初期値として、Fmsy で漁獲を継続した場合に得られる平均親魚量の推

移 
BH 型再生産関係式に従って将来予測を行った。管理開始から 5 年後の平均親魚量が

SBmsy の概ね 95%となるシナリオ、すなわち管理開始時の親魚量が SB0.80msy である

シナリオにおける平均親魚量の推移を太線とした。黒実線は SBmsy、灰実線は

SB0.80msy、緑破線は SBmsy の 95%を示す。 
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図 10. 低加入期のみのデータを用いて算定された MSY から 5%刻みで減じた漁獲量が期

待される親魚量を初期値として、漁獲が無い場合に得られる平均親魚量の推移 
BH 型再生産関係式に従って将来予測を行った。管理開始から 3 年後の平均親魚量が

SB0.80msy の概ね 95%となるシナリオ、すなわち管理開始時の親魚量が SB0.10msy で

あるシナリオにおける平均親魚量の推移を太線とした。黒実線は SBmsy、灰実線は

SB0.80msy、緑破線は SB0.80msy の 95%を示す。 
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図 11. 低加入期のみのデータを用いて算定された管理基準値および禁漁水準と漁獲量曲線 

将来予測シミュレーションにおける平衡状態での、親魚量に対する年齢別漁獲量の平

均値と、管理基準値等の位置関係を示す。漁業がなかった場合を仮定した初期親魚量

（SB0）は 35.7 万トンである。 
 

 

図 12. 低加入期のみのデータを用いて算定された管理基準値と禁漁水準に基づく神戸プロ

ット 縦軸は各年の漁獲圧 F の Fmsy との比である。図中の目標管理基準値、限界管理

基準値、および禁漁水準には、それぞれ SBmsy、SB0.80msy、SB0.10msy を用いた。白

丸印は再生産関係算出に用いた 2020 年漁期までを、黒丸印は 2021 年漁期以降を示す

（後者については 1-(2)を参照）。  
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(a) 縦軸を漁獲圧にした場合 

 
 

(b) 縦軸を漁獲量にした場合 

 
 
図 13. 全期間のデータを用いて算定された管理基準値等に基づく漁獲管理規則（β を 0.75

とした場合のものを示す） 

目標管理基準値は BH 再生産関係に基づき算出した SBmsy である。限界管理基準値は

SB0.80msy、禁漁水準 SB0.10msy である。黒破線は Fmsy、灰色破線は 0.75Fmsy、黒太

線は HCR、赤破線は禁漁水準、黄一点鎖線は限界管理基準値、緑破線は目標管理基準

値を示す。（a）は縦軸を漁獲圧にした場合、（b）は縦軸を漁獲量で表した場合である。

（b）については、それぞれの親魚量の下で漁獲管理規則により期待される漁獲量（加

入変動は考慮せず、決定論的に計算した漁獲量）を示した。  
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(a) 縦軸を漁獲圧にした場合 

 
 
(b) 縦軸を漁獲量にした場合 

 
 
図 14. 全期間のデータを用いて算定された管理基準値等に基づく漁獲管理規則（β を 0.55

とした場合のものを示す） 

目標管理基準値は BH 再生産関係に基づき算出した SBmsy である。限界管理基準値は

SB0.80msy、禁漁水準 SB0.10msy である。黒破線は Fmsy、灰色破線は 0.55Fmsy、黒太

線は HCR、赤破線は禁漁水準、黄一点鎖線は限界管理基準値、緑破線は目標管理基準

値を示す。（a）は縦軸を漁獲圧にした場合、（b）は縦軸を漁獲量で表した場合である。

（b）については、それぞれの親魚量の下で漁獲管理規則により期待される漁獲量（加

入変動は考慮せず、決定論的に計算した漁獲量）を示した。 
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(a) 縦軸を漁獲圧にした場合 

 
 
(b) 縦軸を漁獲量にした場合 

 
 
図 15. 低加入期のみのデータを用いて算定された管理基準値等に基づく漁獲管理規則（β

を 0.80 とした場合のものを示す） 

目標管理基準値は BH 再生産関係に基づき算出した SBmsy である。限界管理基準値は

SB0.80msy、禁漁水準 SB0.10msy である。黒破線は Fmsy、灰色破線は 0.80Fmsy、黒太

線は HCR、赤破線は禁漁水準、黄一点鎖線は限界管理基準値、緑破線は目標管理基準

値を示す。（a）は縦軸を漁獲圧にした場合、（b）は縦軸を漁獲量で表した場合である。

（b）については、それぞれの親魚量の下で漁獲管理規則により期待される漁獲量（加

入変動は考慮せず、決定論的に計算した漁獲量）を示した。 
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図 16. 各値の将来予測の結果 

全期間のデータから推定された再生産関係と管理基準値等に基づいた上で、今後は再

生産関係における平均的な加入が発生すると想定した場合の結果。調整係数 β を 0.75
とした場合の将来予測（赤色）と現状の漁獲圧（表 6 左）で漁獲を続けた場合の将来予

測（緑色）の結果を示す。太実線は平均値、網掛けはシミュレーション結果の 90%が含

まれる 90%予測区間、細線は 3 通りの将来予測の例示である。親魚量の図の緑破線は

目標管理基準値、黄一点鎖線は限界管理基準値、赤点線は禁漁水準を示す。漁獲量の図

の黒破線は最大持続生産量 MSY を、漁獲割合の図の黒破線は目標管理基準値の達成に

向けた漁獲割合の水準（Umsy）を示す。2023 年漁期の漁獲量には表 2（A）の値を用

い、2024 年漁期以降の漁獲は漁獲管理規則（図 13）に従うものとした。  
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図 17. 各値の将来予測の結果 

全期間のデータから推定された再生産関係と管理基準値等に基づいた上で、近い将来

まで近年の悪い加入状況が続くことを想定してバックワードリサンプリング法を適用

した場合の結果。調整係数 βを 0.55 とした場合の将来予測（赤色）と現状の漁獲圧（表

6 左）で漁獲を続けた場合の将来予測（緑色）の結果を示す。太実線は平均値、網掛け

はシミュレーション結果の 90%が含まれる 90%予測区間、細線は 3 通りの将来予測の

例示である。親魚量の図の緑破線は目標管理基準値、黄一点鎖線は限界管理基準値、赤

点線は禁漁水準を示す。漁獲量の図の黒破線は最大持続生産量 MSY を、漁獲割合の図

の黒破線は目標管理基準値の達成に向けた漁獲割合の水準（Umsy）を示す。2023 年漁

期の漁獲量には表 2（A）の値を用い、2024 年漁期以降の漁獲は漁獲管理規則（図 14）
に従うものとした。  
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図 18. 各値の将来予測の結果 

低加入期のみのデータから推定された再生産関係と管理基準値等に基づいた上で、今

後は再生産関係における平均的な加入が発生すると想定した場合の結果。調整係数 β
を 0.80 とした場合の将来予測（赤色）と現状の漁獲圧（表 6 右）で漁獲を続けた場合

の将来予測（緑色）の結果を示す。太実線は平均値、網掛けはシミュレーション結果の

90%が含まれる 90%予測区間、細線は 3 通りの将来予測の例示である。親魚量の図の緑

破線は目標管理基準値、黄一点鎖線は限界管理基準値、赤点線は禁漁水準を示す。漁獲

量の図の黒破線は最大持続生産量 MSY を、漁獲割合の図の黒破線は目標管理基準値の

達成に向けた漁獲割合の水準（Umsy）を示す。2023 年漁期の漁獲量には表 2（B）の値

を用い、2024 年漁期以降の漁獲は漁獲管理規則（図 15）に従うものとした。  
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表 1. 全期間のデータを用いた場合の再生産関係式の検討候補と選択した再生産関係のパ

ラメータ推定値 
 
a) 再生産関係式の検討候補 

再生産関係式 最適化法 自己相関 AICc ΔAICc 順位 
ホッケー・スティック（HS） 最小二乗法 無 33.1 2.3 3 

リッカー（RI） 最小二乗法 無 30.8 0 1 

ベバートン・ホルト（BH） 最小二乗法 無 32.3 1.5 2 

ホッケー・スティック（HS） 最小絶対値法 無 36.5 5.7 4 

リッカー（RI） 最小絶対値法 無 36.5 5.7 4 

ベバートン・ホルト（BH） 最小絶対値法 無 37.6 6.8 6 

推奨する再生産関係式を太字とした。順位は AICc の値に基づくものであり、最終的に推奨

する再生産関係の順位を示したものではない。 
 
b) 選択した再生産関係のパラメータ推定値 

再生産関係式 最適化法 自己相関 a b S.D. ρ 
BH 型 最小二乗法 無 0.2013 0.0029 0.3359 - 

a と b（1/億尾）は再生産関係のパラメータであり、S.D.は加入のばらつきの大きさをあら

わす指標（対数残差の標準偏差）、ρ は自己相関係数である。 
 
 
表 2. 令和 5 年度資源評価結果および、（A）全期間データを用い推定された再生産関係を

用いて資源解析結果を更新、または（B）低加入期のみのデータから推定された再生産

関係を用いて資源解析結果を更新したときの漁獲量（千トン）、資源量（千トン）、お

よび親魚量（千トン） 
 

  漁獲量（千トン）   資源量（千トン）   親魚量（千トン） 

漁期年 R5 年度 

評価 (A) (B)  R5 年度 

評価 (A) (B)  R5 年度 

評価 (A) (B) 

2021 95 93 91  555 519 496  234 216 205 

2022 49 49 49  421 398 391  194 182 178 

2023 32 32 32  214 207 208   94  90  91 

親魚量は漁期終了後の値。また、2023 年漁期漁獲量は日韓漁獲量推定値（23 千トン）と中

国漁獲量仮定値の合計値とし、親魚量算出にはこれを用いた。中国漁獲量仮定値の算出には

宮原ほか（2024）の 4-(1)と同様の手法を用いた。 
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表 3. 低加入期のみのデータを用いた場合の再生産関係式の検討候補と選択した再生産関

係のパラメータ推定値 
 
a) 再生産関係式の検討候補 

再生産関係式 最適化法 自己相関 AICc ΔAICc 順位 
ホッケー・スティック（HS） 最小二乗法 無 13.2 4.1 6 

リッカー（RI） 最小二乗法 無 11.8 2.7 4 

ベバートン・ホルト（BH） 最小二乗法 無 11.6 2.5 3 

ホッケー・スティック（HS） 最小絶対値法 無 12.8 3.7 5 

リッカー（RI） 最小絶対値法 無 9.5 0.4 2 

ベバートン・ホルト（BH） 最小絶対値法 無 9.1 0 1 

推奨する再生産関係式として、AICc が最小の関係式を太字とした。順位は AICc の値に基

づくものであり、最終的に推奨する再生産関係の順位を示したものではない。 
 
b) 選択した再生産関係のパラメータ推定値 

再生産関係式 最適化法 自己相関 a b S.D. ρ 
BH 型 最小絶対値法 無 0.1673 0.0018 0.3420 - 

a と b（1/億尾）は再生産関係のパラメータであり、S.D.は加入のばらつきの大きさをあら

わす指標（対数残差の標準偏差）、ρ は自己相関係数である。 
 
 
表 4. MSY 管理基準値等の算出に用いた各種設定 

年齢 
自然死亡係数 

（漁期中） 
成熟率 

平均重量 

(g) 

現状の漁獲圧 

（F2018-2020） 

1 0.6 1.0 280 0.540 

※将来予測に用いた現状の漁獲圧については表 6 に記す。 
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表 5. 現在の管理基準値等と本資料で提示した管理基準値等との比較 

 

 2019 年度評価結果を使用 (現在) 
 

2023 年度評価結果を使用 (本資料) 

使用データ：全期間 
 使用データ： 

全期間 
使用データ： 
低加入期のみ 

目標管理 
基準値 

 32.9 万トン 
（SBmsy） 

 25.3 万トン 
（SBmsy） 

12.7 万トン 
（SBmsy） 

限界管理 
基準値 

 18.9 万トン 
（SB0.75msy） 

 12.2 万トン 
（SB0.80msy） 

6.0 万トン 
（SB0.80msy） 

禁漁水準 
 3.0 万トン 

（SB0.15msy） 

 0.9 万トン 
（SB0.10msy） 

0.5 万トン 
（SB0.10msy） 

Fmsy  0.48  0.53 0.59 
Umsy  28.2%  30.5% 32.8% 
MSY  27.3 万トン  23.9 万トン 13.7 万トン 
SB0  62.7 万トン  68.5 万トン 35.7 万トン 

括弧内には各管理基準値等の定義を記す。 
MSY: 持続的に獲り続けることが可能な最大の（平均）漁獲量。 
Fmsy: MSY を与える漁獲圧（漁獲係数）。 
Umsy: MSY が得られる場合の漁獲率。 
SB0: 漁業が無かった場合を仮定した初期親魚量。 
 
 
表 6. 将来予測に用いた現状の漁獲圧（F2020-2022） 

全期間のデータを用いた場合 低加入期のみのデータを用いた場合 
0.267 0.271 

 
 
  





















FRA-SA2024-SSC08-02 
 

36 
 

別紙（水産庁からの検討依頼文書） 
事 務 連 絡  

令 和 ６ 年 ９ 月 ３ 日  

 

 

国立研究開発法人水産研究・教育機構  

水産資源研究所 調査・評価部会長 福若雅章 様 

 

 

                       水産庁漁場資源課沿岸資源班長 

 

 

スルメイカ 2系群の資源評価上の試算についてのお願い 

 

 スルメイカ 2系群（秋季発生系群、冬季発生系群）の資源評価について、以下の条件での

試算および水産庁主催の会合等におけるご説明をお願いいたします。 

   

１．令和５年度評価をベースに、次の①から③の３パターンについて試算いた

だきたい。 

①資源評価に利用可能な全期間のデータを使用して推定した再生産関係に

基づいて管理基準値（目標管理基準値、限界管理基準値、禁漁水準）を算

定し、この管理基準値に基づく漁獲管理規則により将来予測を行う。な

お、将来予測における加入量推定値は、全期間のデータを使用して推定

した再生産関係に基づくものとする。 

 

②管理基準値の算定方法は①と同様とした上で、将来予測における加入推

定値には、令和５年度評価で用いたバックワードリサンプリングを使用

する。 

 

③過去の親魚量と加入量の関係から「低加入期」を推定した上で、当該低

加入期のみのデータを用いて推定した再生産関係から管理基準値を算定

し、この管理基準値に基づく漁獲管理規則により将来予測を行う。なお、

将来予測における加入量推定値は、上記の低加入期の再生産関係に基づ

くものとする。 

 

２．１で行うそれぞれの将来予測において、５年後及び 10 年後にそれぞれ、

限界管理基準値及び目標管理基準値を上回る確率（※βは 0.05刻み）を

試算いただきたい。 

 
以  上 


